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巻頭言 

 

構造ゲノム科学 

 

 

佐々木 教祐   

 

 ヒトの遺伝設計図であるヒトゲノムすべてを決めてしまおうという「ヒトゲ

ノム・プロジェクト」について日米英仏独中の国際プロジェクトチームとアメ

リカのバイオベンチャー企業セレラ・ジェノミクス社は、それぞれ独立にその

全貌を明らかにしたことを宣言しました。２０００年６月２６日アメリカのク

リントン大統領とイギリスのブレア首相が発表し、クリントン大統領は「人類

の最も偉大な地図」とその歴史的意義を強調しました。わが国でも森首相が「人

類にとって偉大な一歩」との談話を発表しました。その成果は２００１年２月

に国際協力チームは「ネイチャー」に、セレラ社は「サイエンス」に公表しま

した。その結果、ヒトの遺伝子数が３万～４万と予想外に少ないことが話題に

なりました。この数はショウジョウバエの遺伝子１万４千の２倍を少し越える

という結果でした。 

 ゲノムとよばれる長いＤＮＡの紐の上に乗っている４種類の文字の並び順が

決定されても、その上に散らばって存在する遺伝子はすぐには決まりません。

まだ半分くらいはその機能が分かっていません。それらの遺伝子を決定し、そ

の遺伝子が作り出すタンパク質の役割を決める研究が始まっています。またこ

れらのゲノム情報を使って薬を作る“ゲノム創薬”といわれるビジネスも少し

ずつ成果が報告されています。体の中の一連の反応は、タンパク質を介して進

みます。病気はその一連の反応の変調と見ることができますから、新薬の開発

はそれらのタンパク質の中で最もコントロールし易いものをターゲットにすれ

ばよいわけです。その場合、タンパク質がどのような形をしているか、どのよ

うに働いているかという構造情報が必要になります。そこでヒトのすべてのタ

ンパク質の立体構造を決定してしまおうという「構造ゲノム科学」が国際協力

研究として動き出しました。ヒトゲノム解析での日本の寄与は６%で、アメリカ

の６５%に比べると１０分の１であり、この差が特許の進め方などにも反映され

てきました。これに続く「構造ゲノム科学」では薬の開発などのビジネスに直

結するため競争はさらに熾烈になっております。産業界の積極的な支援を得る
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ためには知的財産権の問題は重要ですが、アフリカ諸国にとって高価なエイズ

治療薬の物質特許問題のような国際的倫理問題ばかりではなく、研究に関する

情報交換を妨げる事態も生じつつあります。そのため国際協力研究「構造ゲノ

ム科学」についての第２回国際会議が２００１年４月に約１５０人が参加して、

ワシントン D.C. 郊外で開かれ、研究の進め方について話し合われました。その

会議で“米国の特許制度が日欧と異なることを考慮すべし”という日本の主張

が理解され合意に反映されました。この合意は公的研究資金を得て行われる構

造ゲノム研究を対象としたものであり、企業の研究は含まれていません。 

 

合意内容をまとめると次のようになります。 

１.  迅速な成果の公開－構造が決められたタンパク質の３次元構造を公開・共

有する。ただし、特許申請に必要な期間として最大６ヶ月の公開延期を認

める。この方式は２００２年４月から採用する。  

２.  研究対象タンパク質リストの公開・共有－研究の重複を避けるため研究対  

象として選択したタンパク質のリストを作成し、大量生産、精製、結晶化、

Ｘ線測定などの進行状況を公開する。  

３.  高品質の３次元構造を得ることが最も重要－数のために質を犠牲にしない。  

４. ３次元構造の特許付与条件に“有用性”を課す－特許庁および特許法廷に

“有用性”の条件を強化するよう勧告する。  

 

 現在、アメリカのある企業は１日に 138,000 個の結晶化実験を行うロボット

の製作をすすめ、ハイスループットタンパク質構造解析を行おうとしています。

公的機関では、アメリカの国立衛生研究所(ＮＩＨ)の付属機関である国立総合医

科学研究所(ＮＩＧＭＳ)が１０年間に 10,000 個のタンパク質構造を決定するプ

ロジェクトを開始しました。日本では理化学研究所が５年間に 3,000 個を目標

に「タンパク質基本構造解明プロジェクト」を１９９７年から立ち上げていま

す。その他、イギリスではウエルカム財団、フランスではパスツール研究所に

おいて進行中です。このように開始された構造ゲノム科学研究が人類の医療活

動の助けとなり、特許化などにより治療技術の開発研究の支障とならないこと

が望まれます。 

 

（名古屋大学環境学研究科教授） 


